
令和 ４ 年 ３ 月

令和 ３ 年度 令和 １２ 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

３，７８０ 円 ４，３７６ 円

３，７８０ 円 ４，３９０ 円

３，７８０ 円 ４，４４１ 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

設定なし。一般家庭使用料体系を適用しています。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*１　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 * ２
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成３０年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成３０年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

５９７．８９（人/Km2）

　　東郷第一地区農業集落排水処理施設
　　豊岡第一地区農業集落排水処理施設
　　豊岡第二地区農業集落排水処理施設

無

処 理 区 数

    東郷第一地区（計画人口・５，７７０人、平成　９年４月１日　　　供用開始）
　　豊岡第一地区（計画人口・３，７２０人、平成　９年４月１日　　　供用開始）
　　豊岡第二地区（計画人口・１，５１０人、平成１２年１月５日　　　供用開始）
　　豊岡第三地区（計画人口・　　８１０人、平成１６年４月１日　一部供用開始）

広域化・共同化・最適化
実施状況*１

豊岡第三地区処理施設に処理場は建設せず豊岡第一農業集落排水施設の未利用分に接続　平成１６年度

*２　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*３　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和元年度 令和元年度

令和２年度 令和２年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料及び超過使用料（従量累進制、基本使用料を除く５段階）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

設定なし。一般家庭使用料体系を適用しています。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適
※令和６年４月１日から法適（一部適用）を予
定

茂原市農業集落排水事業経営戦略

平成９年４月１日

茂原市

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　経営比較分析表の経費回収率は、令和２年度で約５５％となり、使用料の収益のみでは賄えていない状況です。
　その要因としては、人口減少による使用料の減収や、供用開始から約２４年が経過し、施設の維持管理費に要する費用が増加していることが考えられます。
　改善策として使用料の改定が考えられますが、現使用料は公共下水道より高く、他市町村と比較しても安価な料金とは言えないため、現状で使用料の改定を行
うことは難しいと考えております。

職 員 数 職員２人

平成４年度農業集落排水課を新設、平成１８年度農政課農業集落排水室に所管替え、平成２２年度農政課に所管替え

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*４

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*５

*４　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*５　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　処理区域内人口の推計値（令和３年度以降）は、令和２年度までの実績値の推移および市の総人口の将来推計（国立社会保障・人口問題研究所の将来推計等
による）等を考慮して算出しました。ここ数年の本市の処理区域内人口は、人口流出により減少しており、今後も減少していくことが予想されます。また、水洗化人
口については、各年度の処理区域内人口の推計値に水洗化率を乗じて算出しています。水洗化率は、本市の水洗化促進の取組等を考慮し、徐々に向上すること
を見込んで設定しております。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

使用料の徴収業務については水道事業者の徴収業務受託業者と随意契約し経
費の節減及び徴収率の向上に努めています。
処理施設の維持管理については入札により民間委託し経費の節減に努めていま
す。

民 間 活 用 の 状 況

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

総人口 91,078 90,715 90,091 89,422 88,705 88,073 87,814 87,594 87,375 87,195 86,805 86,414 86,023 85,632 85,241 84,765 84,288

処理区域人口 7,383 7,356 7,239 7,136 6,878 6,804 6,783 6,766 6,749 6,735 6,704 6,673 6,642 6,611 6,580 6,543 6,506

水洗化人口 6,999 7,042 7,065 6,749 6,801 6,684 6,668 6,654 6,641 6,631 6,603 6,576 6,549 6,522 6,494 6,461 6,428
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総人口 処理区域人口 水洗化人口

H28 H29 H30 R1 R2

経費回収率 60.85 62.27 60.38 57.95 55.70

千葉県平均値 55.32 59.80 57.77 57.31 57.08
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（２）

（３）

（４）

（５）

有収水量の予測

有収水量の推計値（令和３年度以降）は、令和２年度における有収水量と水洗化人口の実績値により算出した有収水量原単位（有収水量÷水洗化人口）に将来
の水洗化人口推計値を乗じることで算出しています。概ね水洗化人口と同様、緩やかな減少が予想されます。

使用料収入の見通し

使用料収入の推計値（令和３年度以降）は、前述の有収水量推計および令和２年度以前の使用料収入実績等を基に算出しました。有収水量と同様の緩やかな減
少が予想されます。
　※令和４年度は、予算要求額に合わせ滞納使用料を含んでいるため、令和３年度より高くなっています。

施設の見通し

平成９年度の施設供用開始後、約２４年が経過し、経年と共に施設の老朽化が進んでいます。本市では、令和３年度から処理施設更新工事を実施しております。

組織の見通し

現在実施している処理施設の更新工事、令和６年度から企業会計の運営開始や日々の施設維持管理などを実施していかなければなりませんが、民間の活力を
導入し、また関係機関と共同化の検討を行いながら施設が滞る事態が生じないよう適切な人員配置を行ってまいります。

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

有収水量 558,389 559,481 553,962 550,719 533,662 544,147 532,531 531,466 530,400 529,569 527,399 525,227 523,052 520,875 518,695 516,040 513,382

水洗化人口 6,999 7,042 7,065 6,749 6,801 6,684 6,668 6,654 6,641 6,631 6,603 6,576 6,549 6,522 6,494 6,461 6,428
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

使用料(千円) 122,332 123,192 121,074 120,509 117,161 120,849 119,284 121,024 117,748 117,564 117,082 116,600 116,117 115,634 115,150 114,560 113,970

水洗化人口 6,999 7,042 7,065 6,749 6,801 6,684 6,668 6,654 6,641 6,631 6,603 6,576 6,549 6,522 6,494 6,461 6,428
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

　　＜取組＞
・投資の目標に関する事項
  ライフサイクルコストの低減に向け、ストックマネジメントシステムを構築し、期間中の設備投資を別紙１のとおり示します。
・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　ライフサイクルコストの低減に向け、ストックマネジメントシステムを構築し、期間中の設備更新を別紙１のとおり示します。
・広域化・共同化・最適化に関する事項
　本市の農業集落排水事業は、茂原市汚水適正化処理構想により、９地区の全体計画を立てているが、茂原市行財政改革大綱に基づき、新規地区の整備は休
止しています。
  処理区の統合・見直しを含め検討していますが今後の人口動態や流入水量を推測し比較検討した結果、近接する処理区の統廃合は今計画期間内休止します。
・投資の平準化に関する事項
　ストックマネジメントシステムを構築し、投資の平準化に努めます。また、資本費平準化債を適切に活用し、資本的経費の平準化に努めます。
・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　最適整備構想に基づく設備更新の進捗状況により、導入を検討します。
　また、農業集落排水施設の維持管理については供用開始当初から民間委託していますが運営も含めた包括的民間委託契約についても今計画期間内に検討し
ます。
・防災・安全対策に関する事項
　防災対策や危機管理体制の強化はこれまでも取り組んでまいりましたが、一般行政部局や農業集落排水事業業務に携わる民間企業、他事業体とも連携して取
り組んでまいります。

　茂原市では、少子高齢化や人口減少等の課題があり、厳しい社会情勢を迎えていますが農業振興地域における河川等の水質保全、農業生産環境及び農村生
活環境の改善をはかるため、処理施設の効率的な維持管理、長寿命化への更新を行い、健全な経営に努めてまいります。

（水洗化の促進）
　広報や市公式ウェブサイトを活用し、未接続者や新たに居住する方への周知を行います。

（農業集落排水処理施設の老朽化対策）
　令和３年度より、東郷第一地区の更新工事を実施しております。主に、処理場の老朽化した機器、真空ステーション、真空弁の更新を実施いたします。その後、
他の施設も更新を行う予定です。

（農業集落排水財政の健全化）
　ストックマネジメント手法を用いた、今後４０か年を見据えた最適整備構想に基づく個別の事業等については、機能保全コストとして合計３０億円余りを要しますが
ライフサイクルコストの効率的な低減に有効な事業等を計画してまいります。
　また、令和６年４月から公営企業会計に移行しますが、農業集落排水事業への加入促進や施設の効率的な維持管理を行いながら、経営基盤の強化を図り、財
政の健全化に取組んでまいります。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

ストックマネジメント計画における施設の更新計画は、令和３年度から令和６年度で東郷第一地区の処理施設、真空ステーショ
ン及び真空弁の更新を計画しております。その後、令和７年度から令和９年度に豊岡第一地区、令和１０年度、令和１１年度で
豊岡第二地区、令和１２年度で豊岡第三地区を計画しております。目 標



②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　　＜取組＞
・財源の目標に関する事項
　経年劣化による修繕費の抑制及び恒久的な公共サービスを提供するため、機能強化事業に取組み国庫補助事業等を活用し、資本的経費負担軽減を図ります。
・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
  料金収入を算出するにあたり、水洗化率（接続人口/区域内人口）を想定します。令和３度末（見込）の水洗化率は９８．３％であり、水洗化が進んでいる地域であ
ると考えられます。
　水洗化率を１００％に近づけることは、企業経営の健全化という観点から早期に実現すべきではありますが、直近の過去５年間の伸び率から判断し、今計画期間
における水洗化率の伸びは０．７％を想定しています。
　使用料の見直しについては、今計画期間における見直しは行わない予定です。
・企業債に関する事項
　社会資本ストックに基づく、資本費平準化債を活用し、資本的支出の平準化を図ります。
　機能強化に伴う建設改良費については、低金利政策実行中に企業債を積極的に活用し、収益的・資本的支出の平準化を図ります。
・繰入金に関する事項
　繰出基準に基づく繰入金については繰出基準額がピークを迎える令和４年まで増額となりますが使用者の使用料金に対する理解を得るため適正に繰入を要望
します。
　・資産の有効活用に関する事項
　未利用分資産の有効活用については、平成２６年度検討を行ったが優位な結果が得られませんでした。
　今計画期間においても引き続き検討を行います。

　＜取組＞
・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　ストックマネジメントを活用し、ある程度経営基盤を確立した時点で活用したいと考えます。
　現状では、処理施設の維持管理業務、使用料の徴収業務以外は適切な受託者の選定は困難です。
・職員給与費に関する事項
　平成１９年度に農業集落排水課を農政課農業集落排水室に統合、平成２２年農政課基盤整備係の事務事業に統合、処理施設の維持管理、公営企業会計（法非
適）運営上必要最低限の２名を収益的収支勘定の職員としてしています。
・動力費に関する事項
　経年劣化が確認されている電気機器については予防措置として更新を計画的に行い、ロスを削減します。
　PPＰを導入する検討を行ったが処理施設設置位置の関係で導入できませんでした。
・薬品費に関する事項
　発生した余剰汚泥は全量農地還元を実施しており、必要最低限使用しています。
・修繕費に関する事項
  令和３年度から機能強化事業を行うことにより修繕費を抑制します。
・委託費に関する事項
　維持管理業務については入札を行い、令和６年５月３１日まで長期継続契約を行い経費の節減に努めています。

目 標

　農業集落排水使用料収入については、水洗化促進等により減収の抑制に努めます。
　ストックマネジメント計画に係る事業等については、確実な国庫補助金の確保及び交付税措置のある企業
債の借入を実施していきます。
　一般会計からの繰入金は、総務省通知における繰出基準内のでの確保に努めていきます。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

薬品の共同購入などにより費用削減を検討してまいります。

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

現在、使用料の見直しは困難な状況ですが、他の下水道事業の動向や人口減少に伴う使用料の減収
状況を把握し、使用料の値上げの時期及び適切な使用料体系を引き続き検討してまいります。使用料の見直しに関する事項

現在実施している民間委託を継続していくが、先進事例の取組や共同化について検討してまいります。

施設全体の状況を維持管理業者と共有しながら、必要性・緊急性の高いものから更新し、施設の延命
を図り、投資の平準化を進めてまいります。

千葉県内の下水道事業及び農業集落排水事業に取り組んでいる自治体におて、施設の共同化、災害
時における協力体制及びソフト事業の共同化について検討中です。今後、ハード及びソフト両面での広
域化・共同化についても実現可能な項目に関しては積極的な取組を行い、経費の削減を図ります。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　本見直しは、令和３年度から令和１２年度までの１０年間で見直しを実施していますが、約５年を目途に、また、事
業の進捗や施設の稼働状況を把握し、事業の追加や変更、新たな財源確保や取組等が発生した際は、戦略の見
直しを実施してまいります。

職員給与費に関する事項 事業の重要性や業務内容の変化等に応じて、適正な職員数の確保に努めてまいります。

動力費に関する事項 処理区域内人口に対応した動力や省エネ型機器の導入を検討し、動力費の低減に努めてまいります。

修繕費に関する事項 段階的な設備の更新等を実施し、突発的な不具合を予防し、修繕費の抑制を図ってまいります。

委託費に関する事項 他事業や他団体との共同発注等を検討し、経費の削減を検討します。

薬品費に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
民間活力の活用ができる業務を引き続き検討してまいります。

その他の取組 市全体の財政状況を注視しつつ、一般会計からの負担金及び出資金の確保に努めてまいります。


